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要旨

本稿では，流通チャネル間の競争が存在する状況での生産者の市場への参入行
動を分析する．結論として，各生産者が設置する小売業者の数を決めた後に小
売価格とフランチャイズ料を決める場合，均衡では各生産者は 1人の小売業者
とのみ販売契約を結ぶ．さらに，市場への参入費用と小売業者の設置費用の和
が小さければ，均衡における生産者の参入数は社会的に最適な水準を超えるこ
とが示される．
また，生産者が小売業者数と小売価格及びフランチャイズ料を同時に決定す
る場合も，対称均衡を想定すれば，上と同様の結果が得られる．



チャネル間競争下の過剰参入

1.　序論

参入の自由な市場において，参入企業がクールノー型の数量競争を行う場合
に，均衡における参入企業数が社会的に最適な企業数を上回る可能性があると
いう主張は，過剰参入定理としてMankiw and Whinston (1986)やSuzumura and
Kiyono (1987)などにおいて示されている．他にも，空間的競争モデルを用いて
企業の過剰参入について分析した研究としては，Salop (1979)やMatsumura and
Okamura (2004)などがある．
しかしながらこれらの先行研究では，生産者と消費者の間に介在する小売業
者などの流通業者の存在が考慮されていない．そこで本稿では，生産者と小売
業者により構成される流通チャネル間の競争の下での生産者の参入行動を分析
する．
主要な結論は，各生産者が設置する小売業者の数を決めた後に小売価格とフ
ランチャイズ料を決める場合，参入費用と小売店の設置費用の和がある程度小
さければ，均衡における参入数は社会的に最適な参入数を上回る，というもの
である．また，各生産者が小売業者の数と出荷価格とフランチャイズ料を同時
に決める場合も，対称均衡を想定するならば，同様の結果が得られることも示
される．
すなわち，たとえ生産者間では価格競争が行われていたとしても，下流の小売
業者間で数量競争が行われていれば，新たな生産者の参入が既存の生産者の運
営するチャネル (あるいは，小売業者)の販売量を減少させるという意味での顧
客奪取効果（business-stealing effect）が働く．このとき，Mankiw and Whinston
(1986)が示したように，生産者の参入数は社会的に最適な水準を上回るのである．
本稿の構成は以下のとおりである．まず 2節では成生・鈴木 (2005)及びNariu

and Watanabe (2005)を拡張したモデルを定式化する1．次に 3節では，2節で設
定したゲームを解いて，市場均衡において参入する生産者数を求める．4節で
は社会的に最適な生産者数を求める．5節では 3節と 4節の結果を比較して市
場均衡における参入数を評価する．6節では結論と今後の展望をまとめる．最

1成生・鈴木 (2005)と Nariu and Watanabe (2005)では生産者数mとその系列の小売業者数 ni

　 (i = 1 · · ·m)が外生的に与えられている．一方，Saggi and Vettas (2002)では，上流に複占の
生産者を想定した上で，それぞれの生産者が小売店の数を選択するという状況を分析している．
本稿はこれらを拡張したモデルを設定する．
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後に付論として，第 3節とはゲームの手番を変えて，生産者が小売業者の数と
出荷価格とフランチャイズ料を同時に決定する場合の均衡を考える．

2.　モデル

この節では自由参入市場における生産者の参入数と，彼らが設置する小売業
者数をともに内生的に決めるモデルを設定する．そのために以下のような状況
を考える．
参入・退出の自由な市場が存在する．財に対する市場の逆需要関数は，

p = a− bQ a, b > 0

で与えられている．ここで，pは小売価格，Qは総販売量，aおよび bは正の値
のパラメターである．
さらに，技術的に同質的な生産者が無数に存在し，この市場への参入を考え
ているとする．そして，参入を決めた生産者は，固定的な参入費用 K > 0を支
払って市場に参入する．ここで，市場に参入した生産者の数はmで表す．
次に，市場に参入した各生産者は，同質的な財を限界 (=平均)費用 c > 0で生
産する．以下では，均衡での出荷価格が正になることを保証する条件として，

c < a < min
m≥1

{
m(m+ 1)c

m− 1

}

を仮定する2．
また，生産者は小売業者を介して財を販売しなければならないと仮定する．
そこで，生産者は k > 0の固定費用を負担して，小売店を設立し，小売業者に
財を出荷する．ここで，生産者 i (i = 1 · · ·m)が設置する小売業者数を ni ≥ 1で
表す．さらに，財を小売業者に出荷する際には，生産者 iは出荷価格wiを決め
るだけでなく，固定的なフランチャイズ料 fiを小売業者から徴収できるとする．
一方，小売業者はこの販売契約を拒否するか（このとき，彼の利潤はゼロであ
る．），そうでなければフランチャイズ料を支払って販売契約を結ぶ．
またここでは，生産者は小売業者数を決めた後に，出荷価格とフランチャイ
ズ料を設定するという手番を採用する．これは，小売店を新たに設置するため
には，出荷価格やフランチャイズ料を変更するのとくらべて，より多くの費用
や時間が必要であるということを反映した設定である．

2出荷価格が負の場合，小売店は（販売量を上回る）大量の注文を行い，多くの利益を得る
ことができる．このときには，生産者の利潤は負となるので均衡ではない．
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最後に，販売契約を結んだ小売業者は，生産者が提示した出荷価格とフランチャ
イズ料を受けて，財の注文量 (販売量)を決める．つまり，小売市場では同質財の
数量競争が行われる．ここで，生産者 iから財を仕入れる小売業者 j ( j = 1, · · · ni)
の販売量を qi j で表す．このとき，Q =

∑m
i=1

∑ni
j=1 qi j より，各小売業者が直面す

る逆需要関数は，

p = a− b
m∑

i=1

ni∑

j=1

qi j (1)

で表される．より具体的には，以下のような 4段階のゲームを定式化する．

第 1段階 各生産者はこの市場に参入するか否かを決める．ただし参入する際に
は，固定的な参入費用 K > 0を負担しなければならず，さらに各生産者の
留保利潤は 0とする．

第 2段階 生産者 iは販売契約を結ぶ小売業者数 niを決める．ただし 1つの小売
店を設立するためには，k > 0だけの固定費を負担しなければならないと
する．

第 3段階 生産者 iは契約した ni 人の小売業者に対して，出荷価格 wi で財を販
売し，フランチャイズ料 fiを課す．ただし，各小売業者の留保利潤は 0と
する．

第 4段階 生産者 iと契約した小売業者 j ( j = 1,2 · · · ni)は販売量 qi j を決める．

次節以降は，部分ゲーム完全なナッシュ均衡を，市場均衡として定義する．

3.　市場均衡

第 4段階において，生産者 iの提示した出荷価格とフランチャイズ料 (wi , fi)
を受け入れた小売業者 jの利潤は，

(p− wi)qi j − fi =

a− b
m∑

i=1

ni∑

j=1

qi j − wi

 qi j − fi

=

a− b


m∑

l,i

nl∑

j=1

ql j +

ni∑

k=1

qik

 − wi

 qi j − fi (2)
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と表される．利潤最大化の一階の条件より，反応関数

qi j =
a− b

(∑m
l,i

∑nl
j=1 ql j +

∑ni
k, j qik

)
− wi

2b
(i = 1 · · ·m, j = 1 · · · ni) (3)

が導かれる．(3)式から，生産者 iと契約した各小売業者の販売量は，

qi j =
a−

(
1 +

∑m
l,i nl

)
wi +

∑m
l,i nlwl

b
(
1 +

∑m
h=1 nh

) ≡ qi (4)

で与えられる．またこのとき小売価格 p̂は，

p̂ =
a + niwi +

∑m
l,i nlwl

1 +
∑m

h=1 nh
(5)

と計算される．
次に第 3段階において生産者 iは，他の生産者の出荷価格とフランチャイズ
料を所与として，設置した小売業者に非負の利潤を保証するという制約のもと
で，自らの利潤 πiが最大になるように出荷価格とフランチャイズ料 (wi , fi)を設
定する．このとき生産者 iの意思決定問題は，

max
wi , fi

πi = (wi − c)qini + ni fi − nik− K

s.t. (p̂− wi)qi − fi ≥ 0

と定式化できる．ここでは制約条件が等号で成立するので，上の最適化問題は，

max
wi

πi = (p̂− c)qini − nik− K

=

[
a + niwi +

∑m
l,i nlwl − (1 +

∑m
h=1 nh)c

] [
a− (1 +

∑m
l,i nl)wi +

∑m
l,i nlwl

]
ni

b(1 +
∑m

h=1 nh)2
− nik− K

(6)

と改められる．この極大化条件より，他の生産者の出荷価格に対する生産者 iの
反応関数が，

wi =
(ni − 1−∑m

l,i nl)a + (ni − 1−∑m
l,i nl)

∑m
l,i nlwl + (1 +

∑m
l,i nl)(1 +

∑m
h=1 nh)c

2ni(1 +
∑m

l,i nl)
(7)

と導かれる．
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(7)式から，市場に参入した生産者数mと各生産者が設置した小売業者数 ni

を所与としたときの，生産者 iの均衡出荷価格w∗i が，

w∗i =
(2ni − 1−∑m

h=1 nh)a +
[
ni

(
(m− 1)

∑m
h=1 nh + m

)
+ 1 +

∑m
h=1 nh − ni

]
c

ni
[
(m− 1)

∑m
h=1 nh + m+ 1

]
(8)

と求められる．
さらに (8)式を (6)式に代入すると，生産者 iの利潤 π∗i が，

π∗i =
(1 +

∑m
l,i nl)(a− c)2

b
[
(m− 1)

∑m
h=1 nh + m+ 1

]2
− nik− K

と表される．
よって第 2段階における生産者 iの意思決定問題は，

max
ni

π∗i s.t. ni ≥ 1

と定式化できる．ここでラグランジュ乗数を λiとして，ラグランジュ関数L

L ≡ (1 +
∑m

l,i nl)(a− c)2

b
[
(m− 1)

∑m
h=1 nh + m+ 1

]2
− nik− K + λi(ni − 1)

を構成すれば，一階の条件として，

∂L
∂ni

= −2(m− 1)(1+
∑m

l,i nl)(a− c)2

b
[
(m− 1)

∑m
h=1 nh + m+ 1

]3
− k + λi = 0 (9)

λi(ni − 1) = 0, ni − 1 ≥ 0, and λi ≥ 0 (10)

を得る．
ここで，λi = 0と仮定すると，m≥ 1, k > 0より (9)式の左辺は，

∂L
∂ni

= −2(m− 1)(1+
∑m

l,i nl)(a− c)2

b
[
(m− 1)

∑m
h=1 nh + m+ 1

]3
− k < 0

となり，一階の条件がみたされない．したがって不適である．
次に λi > 0と仮定すると，(10)式より ni = 1となる．さらに，ni = 1を (9)式
に代入すると，

λi =
2(m− 1)(1+

∑m
l,i nl)(a− c)2

b
[
(m− 1)

∑m
l,i nl + 2m

]3
+ k > 0 (11)
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となって，一階の条件をみたすので，最適解は ni = 1となる．
以上の議論より，均衡において生産者 iが選ぶ小売業者数 ne

i は，

ne
1 = ne

2 = · · · = ne
m = 1 (12)

となる．このとき，各生産者の出荷価格w∗，生産量 q∗，利潤 π∗(m)，総販売量
Q∗，および小売価格 p∗は，

q∗ =
m(a− c)
b(m2 + 1)

(13)

π∗(m) =
m(a− c)2

b(m2 + 1)2
− k− K (14)

Q∗ = mq∗ =
m2(a− c)
b(m2 + 1)

(15)

p∗ =
a + m2c
m2 + 1

(16)

と計算される．さらに (12)式より，次の補題が成り立つ．

補題 1 均衡において各生産者は，他の生産者が設置する小売業者の数にかか
わらず，1人の小売業者のみを設置する．

Saggi and Vettas (2002)では，上流が複占である場合 (m = 2)に，小売店の設
置に費用がかからないとしても上の補題が成り立つことが示されている3．直観
的には以下のように説明できる．
まず，m = 2という上流が複占の状況を考えると，生産者 iの選択する小売業

者数 niが増えると，(7)式から分かるように，生産者 iは出荷価格 r iを引き上げ
て，総販売量を減少させることが最適反応になる．一方で，生産者 iの小売業者
数 niの増加は，均衡におけるライバル生産者 jの出荷価格 r∗j を引き下げる（i.e.
∂r∗j/∂ni < 0）．つまり，niの増加は，均衡における生産者 jの出荷価格を引き下
げ，総販売量を増加させる．
したがって，生産者 iは小売業者数を減少させることで，均衡における自ら
の出荷価格を引き下げて自らの総販売量を増やし，ライバルの出荷価格を引き
上げて彼の総販売量を減らそうとする4．その結果，1人の小売業者とのみ販売
契約を結ぶことが，強支配戦略となるのである．

3実際，本稿においても，m ≥ 2の場合は k = 0としても (11)式は満たされるので，補題が
成り立つことは明らかである．

4ただし，ni が増加するとき，均衡における生産者 i の出荷価格は下がるとは限らない．
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最後に第 1段階では，均衡における利潤が非負である限り生産者は市場に参
入する．以下では追加的に，

A ≡ b(k + K)
(a− c)2

≤ 1
4

を仮定する．これは，均衡において少なくとも 1人の生産者が参入することを
保証するための条件である．

dπ∗

dm
(m) =

(a− c)2(1− 3m2)
b(m2 + 1)3

より，π∗(m)はm≥ 1において単調減少であるから，市場に参入する生産者数は，

Φ(m) ≡ m
(m2 + 1)2

= A (17)

を満たすmの水準に決まる．(17)式をm≥ 1の範囲で満たすmをmeとすると，
meは図 1に示されているように一意に決まる．
したがってmが整数であるということを考慮して，均衡における生産者の数
を m̂eとすると，m̂e = [me]と表すことができる．

4.社会的に最適な参入数

この節では社会的に最適な参入数について考える．そこで，政府の規制当局
が存在し，市場に参入する生産者の数を決めることができるとする．ただし，
いったん市場に参入した生産者と小売業者行動は操作することができないと仮
定する．すなわち，政府は参入した生産者が設立する小売業者数や，小売市場
における価格などは規制することができないという意味で，次善 (second-best)
の最適企業数をここでは考える．
さらに政府は，消費者余剰と各生産者の利潤の総和である社会的余剰が最大
になるように参入数を決定すると仮定する．
まず，消費者余剰をCS(m)は，

CS(m) =
m4(a− c)2

2b(m2 + 1)2
(18)

と計算される．そこで (14)・(18)式より社会的余剰を S W(m)とおくと，

S W(m) =
m4(a− c)2

2b(m2 + 1)2
+ m

[
m(a− c)2

b(m2 + 1)2
− k− K

]

=
(a− c)2

b

[
m4

2(m2 + 1)2
+

m2

(m2 + 1)2
− Am

]
(19)
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と表すことができるので，社会的に最適な参入者数は，社会的余剰最大化の 1
階条件より，

Ψ(m) ≡ 2m
(m2 + 1)3

= A (20)

を満たすmの水準に決まる．ここで，

dΨ

dm
(m) =

2(1− 5m2)
(m2 + 1)4

より，Ψ(m)はm≥ 1において単調減少である．
したがって，(20)式をm≥ 1の範囲で満たすmをmoと表すと，moは図 1に
示されているように一意に決まる．

O

Φ(m), Ψ(m)

m

1
4

1

A

mo me

Ψ(m)

Φ(m)

図 1

また，mが整数であるということを考慮した場合の，社会的に最適な参入数
m̂oは，

m̂o =



mo if mo = [mo]

[mo] if mo , [mo] and S W([mo]) > S W([mo] + 1)

[mo] or [mo] + 1 if mo , [mo] and S W([mo]) = S W([mo] + 1)

[mo] + 1 if mo , [mo] and S W([mo]) < S W([mo] + 1)
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と表すことができる．

5.　過剰参入

この節では市場均衡における参入数と社会的に最適な参入数を比較する．ま
ず (17)式と (20)式で定義されたmeとmoを比較すると，図 3から明らかなよう
に，me ≥ moである．
しかしmは整数であるということ，さらに [me] ≥ [mo]であることを考慮する
と，形式的には Aの値によって以下の 6つの場合が起こりうる．



Case1 me = mo = 1 (A = 1/4)

Case2 [me] = [mo] and S W([mo]) < S W([mo] + 1)

Case3 [me] = [mo] and S W([mo]) ≥ S W([mo] + 1)

Case4 [me] = [mo] + 1 and S W([mo]) ≤ S W([mo] + 1)

Case5 [me] = [mo] + 1 and S W([mo]) > S W([mo] + 1)

Case6 [me] ≥ [mo] + 2

Case1・3・4では m̂e = m̂oとなり，均衡における参入数と社会的に最適な参入
数は一致する．また，Case 2では m̂e = [me] = [mo] < [mo] + 1 = m̂oとなり，均
衡における参入数は社会的に最適な参入数よりも 1だけ少ない．残りのCase 5
とCase 6では m̂e > m̂oとなるので，均衡における参入数が社会的に最適な参入
数を上回る．すなわち過剰参入が生じることになる．
図 3からは，mが整数であることを無視すれば，A < 1/4の範囲では過剰参入

が起こることが分かる．また整数問題を考慮したとしても，Aの値が十分小さけ
れば過剰参入となることが読み取れる．たとえば数値例として，mo = 2となると
すると，このとき (20)式より A = 4/125であり，これに対応して m̂e = [me] = 2
となる．また，mo = 3とすると，A = 6/1000より，me = 5となる．同様の計算
を行った結果が下の表にまとめてある．
この表から，Aの値が小さくなるほど社会的に最適な参入数と均衡における
参入数の乖離は大きくなり，Aの値が十分に小さいときに過剰参入が起こるこ
とが分かる．ここで Aの値は生産者の参入費用 Kと小売業者の設置費用 kの和
に比例することに留意すると以下の命題が成り立つ．
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mo A m̂e

1 1/4 1

2 4/125 2

3 6/1000 5

4 8/4913 8

5 5/8788 12

6 12/50653 16

7 14/125000 20

8 16/274625 25

9 18/551368 31

10 20/1030301 37

命題 1 生産者が販売契約を結ぶ小売業者の数を選択した後に小売価格とフラ
ンチャイズ料を決める場合，生産者の参入費用と小売業者の設置費用の和が十
分に小さければ，均衡における生産者の参入数は社会的に最適な水準を上回る，
すなわち過剰参入が生じる．

この命題の成立は次のように説明することができる．まず，生産者は出荷価
格に加えてフランチャイズ料を自らが設置した小売業者から徴収することがで
きるので，生産者の利潤はチャネル全体の利潤と一致する．したがって各生産
者は自らが運営するチャネルの利潤を最大化するように出荷価格を設定し，均
衡ではチャネルの利潤がゼロになるまで生産者が参入する．
さらに下流ではクールノー型の数量競争が行われているため，(13)式より明

らかなように，参入者数が増えると均衡における小売業者の販売量は減少する5．
すなわち，生産者間では出荷価格について価格競争が行われているが，均衡で
は参入者数の増加が既存の生産者の運営するチャネル (あるいは，小売業者)の
販売量を減少させるという意味で，顧客奪取効果（business-stealing effect）が働
いている．したがって，Mankiw and Whinston (1986)で示されたように，この
顧客奪取効果によって市場均衡では過剰参入が生じるのである．

6.　結論

本稿では，生産者と小売業者からなる流通チャネル間の競争を規定し，生産
者の市場への参入行動を分析した．命題 1で示したように，参入費用と小売業

5 ∂q∗

∂m = − (m2−1)(a−c)
b(m2+1)2 < 0となることから確認できる．
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者の設置費用の和が小さいならば，均衡では過剰参入が生じる．そしてこの命
題は，均衡における参入数の増加が，既存の生産者が設置している小売業者の
販売量を減少させるという，顧客奪取効果がチャネル間競争においても働くこ
とによって成り立つのであった．
また，次の付論で議論するように，ゲームの設定を変えて，生産者が小売業
者数と出荷価格とフランチャイズ料を同時に決定するとしても，対称均衡を想
定すれば，補題 1と命題 1はこの場合も成り立つのである．
ただしこれらの結果は，生産者が小売業者から出荷価格だけでなく，固定的
なフランチャイズ料を徴収できるという仮定に大きく依存している．なぜなら
ば，生産者が出荷価格のみを小売店に対して課す場合には，補題 1は成り立た
ないからである6．その場合，均衡において各生産者が選択する小売業者の数が
参入数に応じて変化すると考えられるので，計算はより複雑になり，結論も命
題 1とは全く異なったものになるかもしれない．
また，本稿では社会的に最適な生産者数を考える際に，政府は参入企業数の
みを操作すると仮定した．しかしながら，政府の規制のあり方として，生産者
の数のみならず各生産者が設置する小売業者数も政府が決定するするというこ
とも考えられる．あるいは，生産者の参入行動は市場に委ねつつ，政府は彼ら
が設置する小売業者の数のみを規制するという状況も現実にはありうるだろう．
これらの拡張については今後の研究課題とする．

付論: 小売業者数と出荷価格とフランチャイズ料を同時に決定する

場合

この節ではこれまでゲームの設定を変えて，生産者が設置する小売業者の数
と出荷価格とフランチャイズ料を同時に決定する場合の均衡を考える．
小売市場の均衡は 3節でもとめたものと同じであるから各生産者が小売業者

数と出荷価格とフランチャイズ料を決める段階における，生産者の利潤は (6)式

6Saggi and Vettas (1999)では，本稿のモデルで m = 2, k = 0とした場合における分析を行っ
ている．そこでは他の生産者が 1つ小売店を設置していれば，もう一方の生産者は小売店舗数
を無限大に増やすことが最適反応となることを示している．
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で表される．このとき生産者 iの利潤最大化問題は，

max
wi ,ni

πi

=

[
a + niwi +

∑m
l,i nlwl − (1 +

∑m
h=1 nh)c

] [
a− (1 +

∑m
l,i nl)wi +

∑m
l,i nlwl

]
ni

b(1 +
∑m

h=1 nh)2
− nik− K

s.t. ni ≥ 1

と定式化できる．ラグランジュ乗数を µiとして，ラグランジュ関数Hを以下の
ように定義する．

H ≡[
a + niwi +

∑m
l,i nlwl − (1 +

∑m
h=1 nh)c

] [
a− (1 +

∑m
l,i nl)wi +

∑m
l,i nlwl

]
ni

b(1 +
∑m

h=1 nh)2
− nik− K

+ µi(ni − 1)

このとき一階の条件は，

∂H
∂wi

=
ni

b(1 +
∑m

h=1 nh)2

×
−2ni(1 +

m∑

l,i

nl)wi + (ni − 1−
m∑

l,i

nl)(a +

m∑

l,i

nlwl) + (1 +

m∑

l,i

nl)(1 +

m∑

h=1

nh)c

 = 0

(21)

∂H
∂ni

=
a− (1 +

∑m
l,i nl)wi +

∑m
l,i nlwl

b(1 +
∑m

h=1 nh)3

×
(1 +

m∑

l,i

nl)

a− c +

m∑

l,i

nl(wl − c)

 − ni

a +

m∑

l,i

nlwl − (2wi − c)(1 +

m∑

l,i

nl)




− k + µi = 0
(22)

µi(ni − 1) = 0, ni − 1 ≥ 0, and µi ≥ 0 (23)

となる．
ここで，ni − 1 > 0と仮定すると，(23)式より µi = 0となる．また，(21)式を

wiについて解くと，

wi =
(ni − 1−∑m

l,i nl)(a +
∑m

l,i nlwl) + (1 +
∑m

l,i nl)(1 +
∑m

h=1 nh)c

2ni(1 +
∑m

l,i nl)
≡ w̃i (24)
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となる．次に，µi = 0と (24)式の w̃iを (22)式の左辺に代入してみると，

∂H
∂ni

∣∣∣∣∣
wi=w̃i

= −k < 0 (25)

と計算できる．(25)式から，ni > 1の範囲では，niは一階の条件をみたさず，こ
の最適化問題の解にはならなということが分かる．したがって，均衡が存在す
るならば，そこでは n1 = · · · = nm = 1でなければならない．
以下では対称均衡を想定して，この段階の均衡を考える．そこで，n1 = · · · =

nm = 1, w1 = · · · = wm = wとして，対称均衡をもとめる．
まず，ni − 1 = 0と仮定した上で，n1 = · · · = nm = 1, w1 = · · · = wm = wを (21)
式に代入してwについて解くと，対称均衡における出荷価格が，

w∗∗ =
−(m− 1)a + m(m+ 1)c

m2 + 1
(26)

と導かれる．次にw1 = · · · = wm = w∗∗と n1 = · · · = nm = 1を，(22)式に代入す
ると，

µi = k > 0

となる．よって n1 = · · · = nm = 1, w1 = · · · = wm = w∗∗は一階の条件をみたす．
以上より，n1 = · · · = nm = 1, w1 = · · · = wm = w∗∗は，この段階の唯一の対称
均衡となることが示された．

補題 2 生産者が小売業者数と小売価格とフランチャイズ料を同時に決めると
き，対称均衡を想定するならば，均衡は一意に決まり，各生産者は 1人の小売
業者のみを設置する．

このとき，第1段階の生産者の参入行動については5節と同じであるから，以
下の命題が導かれた．

命題 2 生産者が小売業者数と小売価格とフランチャイズ料を同時に決める場
合も，対称均衡を想定するのであれば，生産者の参入費用と小売業者の設置費
用の和が十分に小さければ，均衡における生産者の参入数は社会的に最適な水
準を上回る，すなわち過剰参入が生じる．
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